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1．　は じ め に

　現在 HIV検査は，保健所における無料匿名の公的検査，
病院・クリニックにおける診療に係る検査，また検査会で
のアウトリーチ検査等，さまざまな形態で実施されてい
る。その他，近年検査数が伸びている方法として，“HIV郵
送検査”がある。この方法は，検査を申し込むと検体採取
キットが自宅に届き，採取した検体を検査会社に郵送する
ことで検査を行い，検査結果を郵便やウェブサイト等によ
り自宅で知ることができるサービスである。
　われわれは，厚生労働省科研費補助金エイズ対策研究事
業として，HIV郵送検査についての現状を把握するため，
HIV郵送検査会社に対して取扱状況や検査実施状況に関
するアンケート調査と，郵送検査で陽性となった検体の残
渣を用いた検査精度調査を過去 10年間行ってきた1～3）。本
稿では，ここで報告した結果をもとに HIV郵送検査の現
状を総括し，この検査方式の向上に向けた提言を行いた
い。

2．　HIV郵送検査のアンケート調査

2‒1．　アンケート検査対象
　国内で活動する HIV郵送検査会社を把握するため，検
索サイト「Google」のキーワード検索を用いて「エイズ＋
郵送」，「HIV＋郵送」，「郵送検査」，「郵送検診」，「郵送健
診」で検索を行い，HIV郵送検査を取り扱うウェブサイ
トを上位 100位まで調査した。また，検索サイト「Yahoo!」
のカテゴリ検索を用いて「郵送検査」で検索を行い，表示
されたすべてのサイトを調査した。その結果をもとに実質
的に郵送検査を運営している会社を特定し，それらの会社
にアンケート調査を行った。対象とした郵送会社の数は
2005年から 2008年の間に 6社から 12社に増加し，その
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後 2014年までほぼ横ばいであった（図 1）。
2‒2．　アンケート調査項目
　アンケート調査は以下の 14項目について行った。⑬ 団
体検査に関する項目と，⑭ 医療機関への紹介に関する項
目は 2012年から追加した。
　① 年間検査数と陽性数
　② HIV郵送検査の開始年月
　③ 検査申込方法
　④ 検査費用
　⑤ 検査検体と保存方法，検体が血液の場合の採血器具
　⑥ 受検者から会社への検体輸送方法
　⑦ 検査の方法と使用キット
　⑧ 検査の実施施設
　⑨ 検査結果の通知方法と通知までの日数
　⑩ 検査陽性時の対応
　⑪ 前年までの年間検査数と陽性数
　⑫ 他に取り扱っている STD検査の種類
　⑬ 医療機関への紹介数と受診を確認した数
　⑭ 団体受付による検査の有無およびその割合と団体受

付における結果送付先
2‒3．　HIV郵送検査の年間検査数と陽性数
　全郵送検査会社の年間検査数と陽性数の推移を図 1に示
した。2004年以前の検査数と陽性数はアンケート項目⑪
の回答により補完した。年間検査数は 2006年から約 5,000
件ずつ増加し，2014年には 77,588件となった。エイズ動
向委員会が発表した 2014年の保健所における検査数は
145,048件であり，郵送検査は保健所検査の 53％にあたる
（図 2）。
　郵送検査の陽性数は 2006年からほぼ横ばいが続いてい
たが，2014年は 113例と前年に比べて 42%減少していた。
エイズ動向委員会の発表では HIV感染者数とエイズ患者
数の合計は 2013年が 1,590例，2014年が 1,546例とほと
んど変化がなかった。2014年の郵送検査における陽性数
減少の原因については今のところ不明である。
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2‒4．　HIV郵送検査の検査申込から結果通知まで
　HIV郵送検査の検査申込は主にインターネットによっ
て行われており，その他の方法として電話や FAXによる
申込も受け付けていた。2014年における HIV郵送検査の
検査費用は 2,389～6,000円（中央値 4,380円），検査通知
までの日数は，1～14日（中央値 3日）と，各郵送検査会
社によって大きく異なっていた。検体はすべての会社で血

液が用いられており，採血はキットに添付されているラン
セットを用いた指先穿刺によって行われていた。検体の保
存は，ろ紙が 6社，採血管が 4社であった。受検者から会
社への検体輸送は，すべての郵送検査会社で郵便を用いて
おり，宅配便は使われていなかった。検査実施施設は自社
の検査室が 6社，他社の衛生検査所が 4社であった。検査
方法は，すべての会社で，体外診断用医薬品として認可を

図 1　HIV郵送検査の動向
郵送検査数と陽性数の推移（2001～2014）

図 2　HIV郵送検査の動向
HIV郵送検査数と保健所検査数の推移（2001～2014）
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受けた検査キットが用いられていた。検査結果の通知方法
は郵送が中心であったが，e-mailや ID・パスワード付の
専用ウェブサイトを使用している会社も多く見られた（図
3）。
2‒5．　検査陽性時の対応
　検査結果が陽性だった場合，すべての郵送検査会社が文
書やウェブサイトで医療機関にいくように勧めていた。
2014年のアンケート調査に回答した 10社の対応の内訳
（複数回答可）を表 1に示した。
　郵送検査により陽性となった検体のうち，郵送検査会社
が電話やメールによって直接受検者に医療機関を紹介した
件数は，2012年が 223例中 44例（20%），2013年が 192

例中 33例（17%），2014年が 113例中 38例（34%）であっ
た。また郵送検査会社が医療機関での受診を確認できた件
数は，2012年が 223例中 6例（2.7%），2014年が 192例
中 9例（4.7%），2014年が 113例中 4例（3.5%）であった。
保健所を対象とした別のアンケート調査の結果4），確認検
査陽性者が医療機関へ受診したことが確認できた割合が約
80％であったのに比べると，郵送検査において陽性者が医
療機関へ受診したことが確認できた割合は著しく低いこと
がわかった。
2‒6．　郵送検査における団体受付
　HIV郵送検査会社の中には，主に風俗店等を対象とし
た団体受付を行っている会社が存在する。アンケート調査

図 3　HIV郵送検査の流れ
（2014年　郵送検査会社10社）

表 1　郵送検査陽性時の対応内訳（2014）

内　　　訳 会社数

・病院等の医療機関での確認検査を勧める 8

・提携している医療機関にいくように勧める 6

・HIVに関する相談窓口を紹介する 3

・自社で設けた専用の相談連絡先を知らせる 2

・保健所で確認検査を受けるように勧める 1

・確認検査の必要性を伝え，エイズ予防財団のカウンセリングを受けるよう勧める 1

・自社診療所へ来院を促す 1

・確認検査を実施している 2

・検査結果を知らせ対応は個人の判断に任せる 1
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の結果，2012年が 11社中 6社，2013年が 10社中 6社，
2014年が 10社中 5社で団体受付を行っていた。個々の郵
送検査会社の団体受付による検査の割合から，郵送検査全
体における団体受付の検査数と全検査数に対する割合を推
定すると，2012年が 40,080件（61%），2013年が 40,195
件（54%），2014年が 41,509件（53%）であり，団体受付
は郵送検査の中のほぼ半数を占めていた。検査結果の返送
先（複数回答）として，2014年の回答では，個人にのみ
返送が 2社，個人と依頼人両方に返送が 2社，依頼人にま
とめて返送が 2社，依頼人に個人ごとの封書をまとめて返
送が 1社であり，検査結果を団体に返送している郵送検査
会社が大半であった。

3．　HIV郵送検査の検査精度調査

　ある郵送検査会社（A社）で 2007年 10月から 2015年
3月の間に検査陽性となったろ紙検体 185例を対象とし，
通常検査において確認検査として使用されているウェスタ
ンブロット法による検査を行った。検査キットにはラブブ
ロット 1（富士レビオ）を用いた。その結果，陽性が 160
例，陰性が 12例，判例保留が 13例であった。このことか
ら，A社における郵送検査陽性検体のうちの少なくとも
86.5%が真の陽性であることがわかった。

4．　HIV郵送検査の利点と問題点

　HIV郵送検査の利点として，受検者の都合の良い時間
と場所で受検できるという点があげられる。保健所の検査
では決められた日時におもむく必要があるが，郵送検査で

は自宅で採血し検体を送付するだけですむため，仕事が忙
しい人でも受けやすい。もう一つの利点として，他人と対
面することなく受検できる点がある。最寄りの保健所や医
療機関で受検する場合は，知り合いに HIV受検を知られ
てしまうのではないかという不安がつきまとうが，郵送検
査は自分一人で検査を受けられるのでプライバシーが守ら
れやすい。これらの利点は，受検者が HIV検査を受ける
ことに対する敷居を低くし，受検行動を起こしやすくす
る。
　一方，郵送検査の問題点として，検査申込みから結果受
取りまで文書やウェブサイトを介して行うため，陽性と
なった受検者に対するカウンセリングが不十分であり，ま
た医療機関へ繋がっているかを，郵送検査会社が確認する
ことは難しい。この問題に対処するためには，電話相談体
制や医療機関と連携したフォローアップ体制を整備する必
要がある。もう一つの問題点として，郵送検査検体の検査
精度が不明であることがあげられる。郵送検査会社が用い
ている検査キットは体外診断用医薬品として認可を受けた
ものであるが，これらの検査キットの対象検体は血清，血
漿あるいは全血であり，ろ紙抽出液を使用した場合の検査
精度に関する科学的なデータが乏しい。今後，公的機関に
よる外部精度管理を実施し，検査精度を担保することが望
ましいと考える。第三の問題点として，団体受付において
検査結果が本人以外の検査依頼者に返されている場合が多
いことがある。HIV感染は受検者にとってきわめて重要
な個人情報であり，検査結果の第三者への提供は，受検者
の明確な同意なしに行ってはならないものである。一方，

図 4　日本とアメリカにおける郵送検査の比較
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団体受付による郵送検査が，風俗業界における性感染症の
蔓延を抑制しているという意見もある。今後，郵送検査に
おける団体受付の取扱いについては，注意深く議論する必
要がある。
　日本における HIV郵送検査は，総合したシステムとし
ては認可を受けておらず，会社登録は経済産業省，採血器
具承認と検査キット認可は厚生労働省，衛生検査所登録は
都道府県・保健所設置市および特別区が担当しており，郵
送検査の要素ごとに担当機関が異なる（図 4）。米国では，
1996年に FDAにより，採血器具，検査キット，24時間体
制の検査相談，陽性時のフォローアップまでを包括した郵
送検査システムが許可されている。さらに 2012年には，
唾液を用いた自己検査キットが同様の総合的検査システム
として認可されている5）。わが国においては，総合的な郵
送検査システム認可の可能性を念頭に置きつつ，まず HIV
郵送検査に関するガイドラインの作成や郵送検査の標準化
に取り組む必要がある。

5．　まとめと提言

　郵送検査は，保健所等での受検者数と比較しても，その
半数程度の需要があり，HIV検査全体での割合も年々大
きくなっている。また，受検者の都合の良い時間と場所で
受検できる利点がある一方で，陽性時のフォローアップ，
検査精度，団体受付の結果送付等の問題を抱えている。今
後，郵送検査を HIV感染対策の一環として有効に機能さ
せるためには，郵送検査に関するガイドラインの作成や郵
送検査の標準化に取り組む必要がある。
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